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第１章第１章第１章第１章    全国の地方公共団体への実態アンケート調査全国の地方公共団体への実態アンケート調査全国の地方公共団体への実態アンケート調査全国の地方公共団体への実態アンケート調査    

 この調査研究では、まず全国の空き家バンクの現状と課題を明らかにするため、都道府

県及び市町村に対して実態アンケート調査を行い､移住･交流促進施策の実施状況のほか、

空き家バンクの開設の有無、その具体的な取組内容、課題等についての実態を把握した。 

 

1．調査概要 

（１）実施概要 

 この実態アンケート調査は、全国の地方公共団体（平成２１年９月１日時点の４７都道

府県、1,719市町村）を対象に実施した。実施概要は、次のとおりである。 

調査対象 全国の地方公共団体（47都道府県、1,719市町村） 

※平成２５年４月１日時点の地方公共団体 

調査期間 平成２６年１月１７日～２月４日 

配布・回収 【移住・交流推進機構（JOIN）の会員の場合】 

調査票を電子メールにより送付及び回収 

【移住・交流推進機構（JOIN）の会員でない場合】 

調査票を郵便により送付及び回収 

送付･回収数 【送付数】 1.766件 （都道府県 47、市町村 1,719） 

【回収数】 1,193件 （都道府県 35、市町村 1,158） 

【回収率】 67.6％  （都道府県 74.5％、市町村 67.4％） 

調査事項 査事項は、以下のとおりＩ～Ⅲのブロックで計２０項目である。 

Ｉ 移住・交流の促進に関する現在の実施状況 

問ｌ 移住・交流促進施策の実施状況 

間２ 移住・交流促進施策の開始時期 

問３ 移住・交流促進施策の検討体制・実施体制 

問４ 移住・交流促進施策として現在実施している具体的内容 

問５ 移住・交流促進施策の効果・実績 

問６ 移住・交流促進施策の今後の実施方針 

Ⅱ 「空き家バンク」の実施状況 

問７ 空き家バンクの現在の実施状況及び今後の実施方針 

問８ 空き家バンクの運営主体、具体的な取り組み内容 

Ⅲ 「空き家バンク」の具体的取り組み内容 

問９ 空き家バンクの名称 

問１０ 空き家バンクの開始時期 

問１１ 空き家バンクでの取り扱い物件数 

問１２ 空き家バンクの活用実績 

(登録実績、問い合わせ・相談実績、成約実績） 

問１３ 空き家バンクを通じた物件成約者の傾向 



3 
 

問１４ 空き家バンクに登録する物件の収集方法 

問１５ 空き家バンクに登録するか否かに関する事前審査 

問１６ 空き家バンクの物件情報の提供相手（ターゲット） 

問１７ 空き家バンクに登録されている物件備報の提供方法 

問１８ 空き家バンクで情報提供している具体的内容 

問１９ 空き家バンクの運営における課題（段階別） 

問２０ 空き家パンクの利用促進に向けた取り組み内容 

 

2．集計・分析 

（１）単純集計結果 

 全国の地方公共団体への実態アンケート調査の設問ごとの単純集計結果については、 

以下のとおりである。 

＊経年による変化を観察するため、平成 21年度に実施した調査と比較している。 

  

 ｌ 移住・交流の促進に関する現在の実施状況について教えてください。 

 移住･交流促進施策の実施状況について､次の中からいずれか１つお答え下さい。 

①～③（下記の図のとおり） 

移住・交流促進施策については、都道府県では、「実施している」が 85.7％と最も多い。市

町村でも、「実施している」が 21年度調査時の 39.3％から 51.4％に増加し、最も多くなっ

た。逆に「実施予定なし」は 42.6％から 32.1％へ減少し、「実施中」と「予定なし」の割合

は逆転した。 

 

◆都道府県 

◆市町村 

85.7%

87.5%

5.7%

2.5%

8.6%

10.0%

70% 80% 90% 100%

25年度

(n=35)

21年度

(n=40)

① 実施している

② 現在、実施していないが、実施に向け検討を開始または検討中である

③ 現在、実施しておらず、今後も実施する予定はない（検討も行っていない）

空白・未記入
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移住・交流の促進に関する現在の実施状況について教えてください。 

 問２． 移住･交流促進施策の開始時期について､次の中からいずれか１□お答え下さい。 

    ①西暦（）年頃から開始 ②不明 

移住．交流促進施策の開始時期については、市町村、都道府県とも「2005年以降」が 

約７割以上（市町村 70.1％、都道府県 83.3％）を占めている。 

 

◆都道府県 

 

◆市町村 

 

51.4%

39.3%

16.4%

16.3%

32.1%

43.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

25年度

(n=1158)

21年度

(n=1144)

① 実施している

② 現在、実施していないが、実施に向け検討を開始または検討中である

③ 現在、実施しておらず、今後も実施する予定はない（検討も行っていない）

空白・未記入

83.3%

3.3%

3.3%

0.0%

0.0%

10.0%

71.4%

11.4%

0.0%

2.9%

0.0%

11.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2005年以降

2000～2004年

1995～1999年

1990～1994年

1989年以前

不明

25年度(n=30)
21年度(n=35)

70.1%

5.0%

2.7%

1.2%

0.3%

20.0%

0.7%

70.2%

8.0%

3.6%

1.3%

0.4%

14.7%

0.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2005年以降

2000～2004年

1995～1999年

1990～1994年

1989年以前

不明

空白・未記入

25年度(n=595)

21年度(n=450)
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Ｉ 移住・交流の促進に関する現在の実施状況について教えてください。 

問３．移住・交流促進施策の検討体制・実施体制について教えて下さい。 

（１） 行政内部の体制について、次の中から､いずれか１つお答え下さい。 

    ①～④（下記の図のとおり） 

移住・交流促進施策を実施する地方公共団体の行政内部の体制については、都道府県、

市町村とも「移住・交流促進の専門部署はないが、移住・交流促進担当職員（兼任）を配

極している」が、最多となっている。但し、都道府県では専任職員を配置しているという

回答が 43.3％（専門部署あり・専任職員配置 23.3％、専門部署なし・専任職員配置 20.0％）

であるのに対し、市町村では 13.4％（専門部署あり・専任職員配置 9.9％、専門部署なし・

専任職員配置 3.5％）に留まっている。 

 

◆都道府県 

 

 

◆市町村 

 

 

 

  

23.3%

25.7%

20.0%

14.3%

53.3%

54.3%

3.3%

5.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

25年度(n=30)

21年度(n=35)

① 移住・交流促進の専門部署（部、課、室等）を設置し、専任職員を配置している
② 移住・交流促進の専門部署はないが、移住・交流促進担当職員（専任）を配置している
③ 移住・交流促進の専門部署はないが、移住・交流促進担当職員（兼任）を配置している

④ その他
空白・未記入

9.9%

7.3%

3.5%

2.4%

81.7%

85.3%

4.7%

4.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

25年度(n=595)

21年度(n=450)

① 移住・交流促進の専門部署（部、課、室等）を設置し、専任職員を配置している

② 移住・交流促進の専門部署はないが、移住・交流促進担当職員（専任）を配置している

③ 移住・交流促進の専門部署はないが、移住・交流促進担当職員（兼任）を配置している

④ その他

空白・未記入
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Ｉ 移住・交流の促進に関する現在の実施状況について教えてください。 

問３．移住・交流促進施策の検討体制・実施体制について教えて下さい。 

（２）行政（他の自治体の参画も含む）や有識者、地元住民、民間企業、経済団体、ＮＰ

Ｏ等が参画する協議会の設置または参加の状況について、次の中からいずれか１つお答え

下さい。①～④（下記の図のとおり） 

都道府県では、「協議会を設極または協議会に参加している」が 60.0％と最も多く、「設置、

参加を検討している」を合わせると 80%が設置や参加の意向を持っている。一方、市町村

では、協議会を設置または協議会に参加している」は 31.6％で、「協議会の設置も協議会へ

の参加もしていない」が 59.5％と最も多くなっている。 

 

◆都道府県 

 

 

◆市町村 

 

 

 

  

60.0%

62.9%

20.0%

11.4%

16.7%

20.0%

3.3%

2.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

25年度(n=30)

21年度(n=35)

① 協議会を設置または協議会に参加している ② 協議会の設置または協議会への参加を検討している

③ 協議会の設置も協議会への参加もしていない ④ その他

空白・未記入

31.6%

40.0%

3.5%

4.0%

59.5%

50.2%

5.0%

4.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

25年度

(n=595)

21年度

(n=450)

① 協議会を設置または協議会に参加している ② 協議会の設置または協議会への参加を検討している

③ 協議会の設置も協議会への参加もしていない ④ その他

空白・未記入
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Ｉ 移住・交流の促進に関する現在の実施状況について教えてください。 

問３．移住・交流促進施策の検討体制・実施体制について教えて下さい。 

（３）協議会の設置時期 

  ①西暦（ ）年頃に設置 ②不明 

協議会の設置時期を質問したところ、「2005年以降」の回答が、都道府県では 100％、市町

村では 81.4％と共に多数を占めた。 

 

◆市町村 

 
 

◆都道府県 

 

  

81.4%

2.7%

1.6%

1.1%

0.5%

6.4%

6.4%

84.4%

3.3%

0.6%

0.6%

0.0%

6.7%

4.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2005年以降

2000～2004年

1995～1999年

1990～1994年

1989年以前

不明

空白・未記入

25年度(n=595)

21年度(n=450)

100.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

100%

100.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

100%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2005年以降

2000～2004年

1995～1999年

1990～1994年

1989年以前

不明

空白・未記入

合計

25年度(n=30)

21年度(n=35)
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Ｉ 移住・交流の促進に関する現在の実施状況について教えてください。 

問４．移住・交流促進施策として現在実施している具体的内容をお答え下さい。 

 

Ｏ他地域へのＰＲ・情報発信 

 移住･交流促進施策を実施する地方公共団体が現在実施している具体的内容を見ると、 

他地域へのＰＲ・情報発信については、都道府県では、「情報提供ウェブサイトの設置」が

100％に達し、次いで、「移住交流説明会・相談会・セミナー等の実施」が 93.3％、「ＰＲパ

ンフレット・ポスター等の媒体作成」も、90.0％と割合が高い。市町村では、「情報提供ウ

ェブサイトの設置」が 67.2％で最も実施の割合が高く、「ＰＲパンフレット・ポスター等の

媒体作成」が 58.5％、「移住交流説明会・相談会・セミナー等の実施」が 46.9％となってい

る。（複数回答なので、合計が 100％を超える｡） 

 

◆都道府県 

 

◆市町村 

 

 

  

93.3%

90.0%

100.0%

6.7%

3.3%

88.6%

85.7%

97.1%

22.9%

11.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

Q4（１）① 移住交流説明会･相談会･セミナー等の実

施

Q4（１）② ＰＲパンフレット・ポスター等の媒体作成

Q4（１）③ 情報提供ウェブサイトの設置

Q4（１）④ 企業の社会貢献活動や福利厚生サービス

等との連携を通じたＰＲ活動

Q4（１）⑤ 小中学校等の教育機関との連携を通じたＰ

Ｒ活動

25年度(n=30)
21年度(n=35)

46.9%

58.5%

67.2%

1.7%

2.5%

32.9%

48.0%

69.8%

2.0%

3.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

Q4（１）① 移住交流説明会･相談会･セミナー等の実

施

Q4（１）② ＰＲパンフレット・ポスター等の媒体作成

Q4（１）③ 情報提供ウェブサイトの設置

Q4（１）④ 企業の社会貢献活動や福利厚生サービス

等との連携を通じたＰＲ活動

Q4（１）⑤ 小中学校等の教育機関との連携を通じたＰ

Ｒ活動

25年度(n=595)

21年度(n=450)
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○移住交流希望者と地元地域とのマッチングや各種支援サービス 

 移住交流希望者と地元地域とのマッチングや各種支援サービスについて、都道府県では、

「相談窓口や案内人の設置」が 76.7％となったが、次に多いのは「求人紹介等の就職情報

提供」の 56.7％、「物件紹介、不動産業者の紹介等の不動産情報提供」50.0％の順で平成 21

年度調査とは順位が逆転した。一方、市町村では、「物件紹介、不動産業者の紹介等の不動

産惰報提供」が 65.0％と最も実施の割合が高く、次いで、「相談窓口や案内人の設置」が

50.3％となっている。（複数回答なので、合計が 100％を超える｡） 

 

◆都道府県 

 

◆市町村 

 

 

  

40.0%

56.7%

50.0%

6.7%

76.7%

60.0%

48.6%

54.3%

22.9%

80.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

Q4(2)① 移住体験プログラムやツアーの実施

Q4(2)② 求人紹介等の就職情報提供

Q4(2)③ 物件紹介、不動産業者の紹介等の不動産

情報提供

Q4(2)④ 移住交流希望者の現地訪問等における金

銭的補助（交通費、滞在費）

Q4(2)⑤ 相談窓口や案内人の設置

25年度(n=30)

21年度(n=35)

32.9%

22.5%

65.0%

4.4%

50.3%

30.2%

16.4%

62.4%

3.1%

47.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

Q4(2)① 移住体験プログラムやツアーの実施

Q4(2)② 求人紹介等の就職情報提供

Q4(2)③ 物件紹介、不動産業者の紹介等の不動産

情報提供

Q4(2)④ 移住交流希望者の現地訪問等における金

銭的補助（交通費、滞在費）

Q4(2)⑤ 相談窓口や案内人の設置

25年度(n=595)
21年度(n=450)
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Ｏ地元受け入れ体制の整備・強化（ソフト面） 

 地元受け入れ体制のソフト面について、都道府県では、「行政や地元住民、民間企業・団

体、ＮＰＯ等が参画する推進協議会の設置」が 60.0％と最も実施の割合が高い。その他の

施策に関しては、「地元住民・各種団体の意識啓発」「「もてなし」意識の醸成等の行政職員

の育成」が 2割程度、「交流プログラムの作成等における民間人材や地域外人材の起用」「移

住・交流者の生活支援等を行う地元住民サポーターの設置」が 1 割程度となっている。こ

れに対して、市町村では、「行政や地元住民、民間企業・団体、ＮＰＯ等が参画する推進協

議会の設置」が最も多いものの 17.5％であり、他の施策も 1割程度に留まっている。（複数

回答なので、合計が 100％を超える｡） 

  

◆都道府県 

 

◆市町村 

 

  

60.0%

13.3%

13.3%

26.7%

20.0%

62.9%

22.9%

22.9%

25.7%

20.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

Q4(3)① 行政や地元住民、民間企業・団体、ＮＰＯ等

が参画する推進協議会の設置

Q4(3)② 交流プログラムの作成等における民間人材

や地域外人材の起用

Q4(3)③ 移住・交流者の生活支援等を行う地元住民

サポーターの設置

Q4(3)④ 地元住民・各種団体の意識啓発

Q4(3)⑤ 「もてなし」意識の醸成等の行政職員の育成
25年度(n=30)

21年度(n=35)

17.5%

12.6%

9.1%

13.6%

5.0%

20.4%

7.3%

7.8%

16.7%

6.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

Q4(3)① 行政や地元住民、民間企業・団体、ＮＰＯ等

が参画する推進協議会の設置

Q4(3)② 交流プログラムの作成等における民間人材

や地域外人材の起用

Q4(3)③ 移住・交流者の生活支援等を行う地元住民

サポーターの設置

Q4(3)④ 地元住民・各種団体の意識啓発

Q4(3)⑤ 「もてなし」意識の醸成等の行政職員の育成

25年度(n=595)

21年度(n=450)
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○地元受け入れ体制の整備・強化（ハード面） 

 地元受け入れ体制のハード面について、都道府県では、「移住・交流者への住宅関連費用

の助成（改修費、家賃、転居費用等の助成）」「地元所有者による空き家や古民家等の改修

に対する助成（改修費補助）」がともに 13.3％で最も多くなっている。前回最も多かった「行

政による移住・交流者向け住宅の整備（廃校等の公共施設の改修も含む)」は 6.7％で 17.1％

から大幅に低下した。市町村では、「移住・交流者への住宅関連費用の助成（改修費、家賃、

転居費用等の補助)」が大幅に増加し 39.5％と最多で、次いで「行政による移住・交流者向

け住宅の整備（廃校等の公共施設の改修も含む)」が 23.0％となっている。また、「地元所

有者による空き家や古民家等の改修に対する助成（改修費補助）」も大幅に増加して 17.3％

となった。（複数回答なので、合計が 100％を超える｡） 

 

◆都道府県 

◆市町村 

 

  

6.7%

6.7%

3.3%

13.3%

13.3%

17.1%

5.7%

5.7%

8.6%

5.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

Q4(4)① 行政による移住・交流者向け住宅の整備（廃

校等の公共施設の改修も含む）

Q4(4)② 民間事業者による移住・交流者向け住宅整

備の後方支援（ＰＲ等）

Q4(4)③ 移住・交流促進の地元住民サポーターやＮ

ＰＯ等の活動拠点の整備

Q4(4)④ 移住・交流者への住宅関連費用の助成（改

修費、家賃、転居費用等の助成）

Q4(4)⑤ 地元所有者による空き家や古民家等の改修

に対する助成（改修費補助）

25年度(n=30)

21年度(n=35)

23.0%

7.1%

4.0%

39.5%

17.3%

19.6%

6.4%

3.6%

18.4%

5.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

Q4(4)① 行政による移住・交流者向け住宅の整備（廃

校等の公共施設の改修も含む）

Q4(4)② 民間事業者による移住・交流者向け住宅整

備の後方支援（ＰＲ等）

Q4(4)③ 移住・交流促進の地元住民サポーターやＮ

ＰＯ等の活動拠点の整備

Q4(4)④ 移住・交流者への住宅関連費用の助成（改

修費、家賃、転居費用等の助成）

Q4(4)⑤ 地元所有者による空き家や古民家等の改修

に対する助成（改修費補助）

25年度(n=595)

21年度(n=450)
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Ｉ 移住・交流の促進に関する現在の実施状況について教えてください。 

 問５．移住・交流促進施策の効果・実績についてお教え下さい。過去数年間の移住・交流

者数の動向について、どのような実感をお持ちでしょうか。次の中からいずれか１つお答

え下さい。  ①～③（下記の図のとおり） 

移住・交流促進施策の効果・実績について、都道府県では、「移住・交流者数は増加傾向に

ある」が 63.3％と最も多く、次いで、「移住・交流者数はほとんど変わらず横ばいである」

が 30.0％となった。一方、市町村では、「移住・交流者数はほとんど変わらず横ばいである」

の回答が 54.1％と最も多く、次いで、「移住・交流者数は増加傾向にある」が 36.0％である。 

 なお、市町村、都道府県ともに、「移住・交流者は減少傾向にある」という回答は、１割

未満（都道府県 3.3％、市町村 7.7％、）である。 

  

 

◆都道府県 

 

◆市町村 

 

 

  

63.3%

30.0%

3.3%

3.3%

51.4%

31.4%

8.6%

8.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

① 移住・交流者数は増加傾向にある

② 移住・交流者数はほとんど変わらず横ばい

である

③ 移住・交流者数は減少傾向にある

空白

25年度(n=30)
21年度(n=35)

36.0%

54.1%

7.7%

2.2%

29.8%

60.7%

5.6%

4.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

① 移住・交流者数は増加傾向にある

② 移住・交流者数はほとんど変わらず横ばい

である

③ 移住・交流者数は減少傾向にある

空白

25年度(n=595)
21年度(n=450)
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Ｉ 移住・交流の促進に関する現在の実施状況について教えてください。 

 問６．移住・交流促進施策の今後の実施方針について、次の中からいずれか１つお答え 下

さい。  ①～④（下記の図のとおり） 

移住･交流促進施策を実施する地方公共団体における今後の実施方針について、都道府県で

は、「積極的に実施していく方針である（新規施策の実施や既存施策の充実等)」が 73.3％

と最も多く、次いで、「現状を維持する方針である」が 23.3％である。市町村でも、「積極

的に実施していく方針である（新規施策の実施や既存施策の充実等)」が 55.1％と最も多く、

吹いで、「現状を維持する方針である」が 34.3％と多い。なお、市町村及び都道府県ともに、

「縮小を検討している（既存施策の取り止め等)」の回答は少ない（都道府県 0％、市町村

0.8％)。 

 

◆都道府県 

 

◆市町村 

 

  

73.3%

23.3%

0.0%

3.3%

0.0%

65.7%

22.9%

0.0%

2.9%

8.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

① 積極的に実施していく方針である（新規施策

の実施や既存施策の充実等）

② 現状を維持する方針である

③ 縮小を検討している（既存施策の取り止め

等）

④ 実施方針を検討中である

空白

25年度(n=30)

21年度(n=35)

55.1%

34.3%

0.8%

9.4%

0.3%

44.2%

36.7%

0.2%

6.2%

18.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

① 積極的に実施していく方針である（新規施策

の実施や既存施策の充実等）

② 現状を維持する方針である

③ 縮小を検討している（既存施策の取り止め

等）

④ 実施方針を検討中である

空白

25年度(n=595)
21年度(n=450)
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Ⅱ 移住・交流希望者の円滑な住宅確保を支援するために実施されている「空き家バンク」

について、貴自治体での実施状況についてお教え下さい。 

問７．空き家バンクの現在の実施状況及び今後の実施方針について、次の中からいずれか

１つお答え下さい。なお、実施主体（事業主体）は、行政（第３セクターや他の自治体と

の連携も含む）を想定しています。  ①～③（下記の図のとおり） 

現在、移住・交流促進施策を実施している地方公共団体の「空き家バンク」実施状況につ

いて、都道府県では、「現在、実施している」の回答は 16.7％にとどまり、「現在、実施し

ておらず、今後も実施の予定はない」が 80.0％と最も多い。市町村では、「現在、実施して

いる」が 62.9％と最も多く、「現在、実施していないが、今後は実施する計画がある」を合

わせると、実施に対して前向きな回答が 75％を超えている。 

  

◆都道府県 

 
◆市町村 

 
  

16.7%

3.3%

80.0%

0.0%

25.7%

5.7%

65.7%

2.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

① 現在、実施している

② 現在、実施していないが、今後は実施する

計画がある

③ 現在、実施しておらず、今後も実施の予定

はない

空白 25年度(n=30)
21年度(n=35)

62.9%

13.4%

23.4%

0.3%

54.4%

13.8%

30.9%

0.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

① 現在、実施している

② 現在、実施していないが、今後は実施する

計画がある

③ 現在、実施しておらず、今後も実施の予定

はない

空白
25年度(n=595)
21年度(n=450)
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Ⅱ 移住・交流希望者の円滑な住宅確保を支援するために実施されている「空き家バンク」

について、ＪＲ自治体での実施状況についてお教え下さい。 

問８．空き家バンクの運営主佳について、次のいずれか１２をお答え下さい。 

   ①～⑥（下記の図のとおり） 

空き家バンクの運営主体について、道府県では、「行政(他の自治体との連携により実施)」

が 40.0％と最も多く、「行政（単独実施)」は前回調査時 22.2％であったが、今回は 0.0％と

なり、都道府県が単独で空き家バンクを実施しているという回答はなくなった。一方、市

町村では、「行政（単独実施)」が 85.8％と大半を占めている。 

 

◆都道府県 

 

 

◆市町村 

 

 

  

0.0%

40.0%

0.0%

0.0%

20.0%

40.0%

0.0%

22.2%

33.3%

11.1%

0.0%

11.1%

22.2%

0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

① 行政（単独実施）

② 行政（他の自治体との連携により実施）

③ 第３セクター

④ ＮＰＯ

⑤ 民間企業、団体（ＮＰＯを除く）

⑥ その他

空白

25年度(n=5)
21年度(n=5)

85.8%

4.6%

0.5%

1.1%

2.7%

4.6%

0.8%

87.3%

7.3%

0.0%

0.4%

2.4%

1.6%

0.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

① 行政（単独実施）

② 行政（他の自治体との連携により実施）

③ 第３セクター

④ ＮＰＯ

⑤ 民間企業、団体（ＮＰＯを除く）

⑥ その他

空白

25年度(n=374)

21年度(n=245)
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Ⅲ 「空き家バンク」の具体的な取り組み内容についてお教え下さい。 

【Ａ】空き家バンクの概要に関する事項 

間９．空き家バンクの名称についてお答え下さい。 

空き家バンクの名称については､一部の団体で特徴的な名称も見受けられるが、「空き家バ

ンク｣、「空き家バンク制度｣、「空き家情報バンク｣、「  ｣、「空き家情報登録制度」とい

った名称が付けられているものが多い。 

 また、「○○市空き家バンク」などのように、冒頭に運営主体である地方公共団体の名称

を付しているものが多い。 

 

 

＊以下項目に関しては、都道府県はサンプル数が 5件と少ないため、未掲載としました。 

Ⅲ 「空き家バンク」の具体的な取り組み内容についてお教え下さい。 

間１０．空き家バンクの開始時期について次の中からいずれか１つお答え下さい。 

   ①西暦（  ）年頃に開始  ②不明 

空き家バンクを開設している地方公共団体における当該空き家バンクの開始時期について

は、市町村では、「2005年以降」が 93.9％を占め、最も多い。 

◆市町村 

 

（実数折れ線グラフ挿入予定） 

 

 

  

93.9%

2.7%

0.3%

0.3%

0.3%

2.1%

0.5%

85.7%

8.6%

0.8%

0.4%

1.2%

2.0%

1.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2005年以降

2000～2004年

1995～1999年

1990～1994年

1989年以前

不明

空白・未記入

25年度(n=374)
21年度(n=245)
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Ⅲ 「空き家バンク」の具体的な取り組み内容についてお教え下さい。 

【Ａ】空き家バンクの概要に関する事項 

間１１．空き家バンクの登録物件に関して、土地、建物それぞれの取扱状況をいずれか１

つお答え下さい。 

○土地 

 空き家バンクでの土地の取扱状況については、市町村では、「賃貸と売買」が 45.2％と最

も多いが前回調査時の 55.5％から若干低下した。また「賃貸のみ」も 2.9％から 0.8％に低

下した。一方、「取扱無しの回答は 40.9％と前回調査時の 31.4％から増加した。 

 

◆市町村 

 

 

○建物 

 建物の取扱状況については、市町村では、「賃貸と売買」が 90.9％と最も多く、「賃貸の

み」の 5.9％、「売買のみ」の 2.4％と合わせると、99％の市町村が建物を取扱っている結果

となった。 

 

◆市町村 

 

  

45.2%

0.8%

7.3%

40.9%

6.5%

55.5%

2.9%

5.7%

31.4%

4.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

① 賃貸と売買

② 賃貸のみ

③ 売買のみ

④ 取扱無し

空白・未記入

25年度(n=374)
21年度(n=245)

土 地

90.9%

5.9%

2.4%

0.5%

0.3%

86.5%

6.1%

2.0%

4.1%

1.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

① 賃貸と売買

② 賃貸のみ

③ 売買のみ

④ 取扱無し

空白・未記入

25年度(n=374)
21年度(n=245)

建 物
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Ⅲ 「空き家バンク」の具体的な取り組み内容についてお教え下さい。 

【Ａ】空き家バンクの概要に関する事項 

間１２．空き家バンクの活用実績についてお教え下さい。 

（１）空き家バンクへの物件の登録件数の過去数年間の動向について、次の中からいずれ

か１つお答え下さい。  ①～③（下記の図のとおり） 

空き家バンクへの物件の登録件数について、市町村では、「登録件数はほとんど変わらず横

ばいである｣が前回調査同様 48.9％で最多となった。｢登録件数が増加傾向にある｣は 30.7％

と前回調査時の 25.3％から若干上昇している。一方、「減少傾向にある」は 17.1％で前回と

ほぼ同じ傾向を示している。 

◆市町村 

 

 

Ⅲ 「空き家バンク」の具体的な取り組み内容についてお教え下さい。 

間１２．空き家バンクの活用実績についてお教え下さい。 

 (２）登録件数について、平成２６年１月時現在の件数を分かる範囲でお答え下さい。物件

数がゼロ件の場合は「０」とお書き下さい。 

空き家バンクの登録件数については、賃貸向け及び売買向けの合計数を見ると、市町村で

は、「1～9 件」が 48.7％と最も多く、次いで、「10～19 件」が 20.5％、「0件」が 9.9％で

ある。一方「100件以上」1.6％となっている。 

◆市町村 

 

30.7%

48.9%

17.1%

3.2%

25.3%

49.8%

17.6%

7.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

① 登録件数は増加傾向にある

② 登録件数はほとんど変わらず横ばいである

③ 登録件数は減少傾向にある

空白・未記入

25年度(n=374)

21年度(n=245)

9.9%

48.7%

20.6%

8.8%

4.0%

1.6%

1.9%

0.5%

0.5%

0.5%

0.3%

1.6%

1.1%

13.5%

53.5%

15.9%

6.1%

3.3%

0.8%

0.4%

1.2%

0.4%

0.0%

0.0%

1.2%

3.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

0件

1～9件

10～19件

20～29件

30～39件

40～49件

50～59件

60～69件

70～79件

80～89件

90～99件

100件以上

空白

平成26年1月時点(n=374)

平成21年8月時点(n=245)
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Ⅲ 「空き家バンク」の具体的な取り組み内容についてお教え下さい。 

間１２．空き家バンクの活用実績についてお教え下さい。 

（３）空き家バンクに登録された物件への問い合わせ・相談件数の過去数年間の動向につ

いて、次の中からいずれか１つお答え下さい。  ①～③（下記の図のとおり） 

問い合わせ・相談件数については、市町村では、「問い合わせ・相談件数はほとんど変わら

ず横ばいである」と「問い合わせ相談件数は増加傾向にある」が 43.6％となった。一方、

減少傾向にあるは 8.6％である。 

◆市町村 

 

Ⅲ 「空き家バンク」の具体的な取り組み内容についてお教え下さい。 

間１２．空き家バンクの活用実績についてお教え下さい。 

 （４）問い合わせ・相談件数について、平成２４年度（実績）及び平成２５年度（平成２

６年１月記入時現在）の件数を、分かる範囲でお答え下さい。ゼロ件の場合は「０」とお

書き下さい。 

空き家の賃貸及び売買に関する問い合わせ･相談件数の合計は､市町村で、「不明」の回答を

除くと、「1～9件」が 17.6％で最も多い。次いで、「10～19件」が 15.0％、「0件」が 8.8％

となっている。一方、「100件以上」は 5.1％である。 

◆市町村 

 

43.6%

42.0%

43.6%

42.9%

8.6%

6.1%

4.3%

9.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

25年度

(n=374)

21年度

(n=245)

① 問い合わせ・相談件数は増加傾向にある
② 問い合わせ・相談件数はほとんど変わらず横ばいである
③ 問い合わせ・相談件数は減少傾向にある
空白・未記入

8.8%

17.6%

15.0%

5.1%

4.8%

4.5%

0.8%

1.6%

1.1%

0.3%

0.8%

5.1%

27.8%

6.7%

10.2%

24.1%

16.3%

7.3%

5.3%

3.3%

1.6%

1.6%

0.4%

0.0%

0.4%

6.1%

16.3%

6.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

0件

1～9件

10～19件

20～29件

30～39件

40～49件

50～59件

60～69件

70～79件

80～89件

90～99件

100件以上

不明

空白

平成24年度実績(n=374)

平成20年度実績(n=245)

平成24年度 平成20度 問い合わせ実績
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Ⅲ 「空き家バンク」の具体的な取り組み内容についてお教え下さい。 

間１２．空き家バンクの活用実績についてお教え下さい。 

（５）空き家バンクでの情報提供が端緒となって移住・交流希望者からの問い合わせ・相

談等があり、その後、登録している当該物件の成約に至った件数の過去数年間の動向につ

いて、次の中からいずれか１つお答え下さい。 ①～③（下記の図のとおり） 

成約件数については、市町村では、「成約件数はほとんど変わらず横ばいである」が 57.5％

と最も多い。一方「成約件数は増加傾向にある」が 19.8％「成約件数は減少傾向にある」

が 15.5％となり順位が逆転した。 

◆市町村 

 

  

19.8%

15.1%

57.5%

56.7%

15.5%

16.7%

7.2%

11.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

25年度

(n=374)

21年度

(n=245)

① 成約件数は増加傾向にある ② 成約件数はほとんど変わらず横ばいである

③ 成約件数は減少傾向にある 空白・未記入
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Ⅲ 「空き家バンク」の具体的な取り組み内容についてお教え下さい。 

間１２．空き家バンクの活用実績についてお教え下さい。 

（６）成約件数について、平成２４年度（実績）及び２５年度（平成２６年１月記入時現

在）の件数と空き家バンク開設からの累計件数を分かる範囲でお答え下さい。物件数がゼ

ロ件の場合は「０」とお書き下さい。 

 

Ｏ平成 24年度中の成約件数 

 平成 24年度中の成約件数（賃貸向け及び売貿向けの合計）について尋ねたところ、市町

村では、「不明」の回答を除くと、「1～9件」が 49.7％と最も多く、次いで「0件」が 27.7％

であった。平成 21年度調査では 0件が 41.2％で最も多く、次いで「1～9件」が 38.4％だ

ったので順位が逆転した。 

◆市町村 

 

  

27.7%

49.7%

5.4%

1.1%

0.3%

0.5%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

6.2%

8.3%

41.2%

38.4%

4.1%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

7.8%

8.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

0件

1～9件

10～19件

20～29件

30～39件

40～49件

50～59件

60～69件

70～79件

80～89件

90～99件

100件以上

不明

空白

平成24年度実績(n=374)

平成20年度実績(n=245)

成約件数 平成24年度 平成20年度
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Ｏ空き家バンク開設以来の累計 

 次に、空き家バンク開設以来の累計の成約件数（賃貸向け及び売買向けの合計）につい

て尋ねたところ、市町村では、「1～9件」が 34.8％と最も多く、次いで「10～19件」が 16.8％、

「0件」が 14.4％であった。「０件」の低下と「10～19件」の上昇が顕著である。一方、前

回調査では０％だった「100件以上」も 1.3％となった。 

◆市町村 

 

 

 

  

14.4%

34.8%

16.8%

6.1%

4.0%

2.4%

1.1%

0.8%

1.1%

0.8%

0.8%

1.3%

10.2%

5.3%

26.9%

39.2%

9.8%

2.9%

1.2%

0.4%

0.4%

0.0%

0.0%

0.4%

0.0%

0.0%

11.0%

7.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

0件

1～9件

10～19件

20～29件

30～39件

40～49件

50～59件

60～69件

70～79件

80～89件

90～99件

100件以上

不明

空白

平成26年1月時点(n=374)

平成21年8月時点(n=245)

開設からの成約実績
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Ⅲ 「空き家バンク」の具体的な取り組み内容についてお教え下さい。 

間１３．空き家バンクを通じて開設から現在までに物件（土地、建物）の成約（賃貸、売

買）に至った移住・交流者に関して、年齢層、家族構成等の各属性について多いと思われ

るものを２つまでお答え下さい。なお、回答に当たって、成約者に関する集計データがあ

ればそれに基づき、なければ回答者の経験や実感に基づいてお答えください。また、成約

者数が１件でもあれば、「不明」と回答せず具体的にお答え下さい。 

＊平成 24年度中の成約件数 5件以上の市町村を抽出（前回調査：平成 20年度中 5件以上） 

Ｏ年齢層 

平成 24 年度中（及び平成 20 年度中）の成約件数が５件以上の回答を集計すると、３０代

が 58.0％と過半数を超え、次いで６０代が 46.9％、４０代が 30.9％となった。２０代～４

０代の回答が増加し、５０代以上との回答が減少している。（複数回答なので、合計が 100％

を超える｡） 

◆市町村 

○家族構成 

 家族構成は、「夫婦、単身+子供」が 64.2％と最多になり、「夫婦のみ」が 61.7％で拮抗

している。前回調査時から「夫婦、単身+子供」が増加し「夫婦のみ」が減少して順位が逆

転した。（複数回答なので、合計が 100％を超える｡） 

◆市町村 

 

8.6%

58.0%

30.9%

24.7%

46.9%

1.2%

6.2%

5.7%

44.3%

24.3%

31.4%

51.4%

5.7%

7.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

20代

30代

40代

50代

60台

70台以上

不明

25年度(n=81)
21年度(n=70)

42.0%

61.7%

64.2%

3.7%

0.0%

0.0%

6.2%

37.1%

68.7%

48.6%

4.3%

0.0%

0.0%

5.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

① 単身

② 夫婦のみ

③ 夫婦・単身 ＋ 子供

④ 夫婦・単身 ＋ 親世代

⑤ 夫婦・単身 ＋ 親世代 ＋ 子供

⑥ その他

⑦ 不明

25年度(n=81)
21年度(n=70)
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○世帯主の職業 

 世帯主の職業については、「無職（定年退職者等)」が 46.9％と最も多く、次いで、 

「会社員」が 40.7％と多い。前回調査では３番目に多かった「農林水産従事者」が若干減

少し 21.0％になったのに対し、「自営業」が 28.4％に増加して順位が入れ替わった。（複数

回答なので、合計が 100％を超える｡） 

◆市町村 

 

 

 

Ｏ移住前の居住地 

 移住前の居住地については、「同一都道府県」が 64.2％と最も多く、次いで、「東京圏（埼

玉県、千葉県、東京都、神奈川県)」が 51.9％である。前回調査に比べ「東京圏」からの移

住が増加した。（複数回答なので、合計が 100％を超える｡） 

◆市町村 

 

46.9%

40.7%

28.4%

2.5%

21.0%

1.2%

4.9%

4.9%

13.6%

45.7%

40.0%

17.1%

0.0%

22.9%

5.7%

2.9%

4.3%

14.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

① 無職（定年退職者等）

② 会社員

③ 自営業

④ 公務員

⑤ 農林水産業従事者

⑥ アルバイト・パート

⑦ 学生

⑧ その他

⑨ 不明

25年度(n=81)

21年度(n=70)

64.2%

51.9%

6.2%

25.9%

11.1%

6.2%

58.6%

37.1%

11.4%

28.6%

17.1%

4.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

① 同一都道府県

② 東京圏（埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県）

③ 名古屋圏（岐阜県、愛知県、三重県）

④ 大阪圏（京都府、大阪府、兵庫県、奈良県）

⑤ その他（

⑥ 不明

25年度(n=81)

21年度(n=70)
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Ｏ移住理由・目的 

 移住理由．目的については、「景色や自然環境のよりよい場所での生活のため」が 77.8％

で圧倒的に高い。次いで、「仕事・起業のため」が 27.2％だが前回調査時の 35.7％から低下

した。一方、「子育て・教育のため」が 19.8％で大幅に上昇した。（複数回答なので、合計

が 100％を超える｡） 

◆市町村 

 

Ⅲ 「空き家バンク」の具体的な取り組み内容についてお教え下さい。 

間１４．空き家バンクに登録する物件の収集方法について、実施している方法を次の中か

らいくつでもお答え下さい。  ①～⑤（下記の図のとおり） 

空き家バンクに登録する物件の収集方法については､市町村では、「広報誌やホームページ

等で登録物件を一般から広く募集する」が 85.1％と最も多く、次いで、「地元地域の協力員

（区長、自治会、民生委員、議員、企業・団体と連携して収集する)」が 33.2％と多い。(複

数回答なので､合計が 100％を超える｡） 

                                  （複数回答） 

◆市町村 

 

77.8%

7.4%

6.2%

19.8%

27.2%

4.9%

0.0%

17.3%

8.6%

78.6%

8.6%

10.0%

11.4%

35.7%

2.9%

0.0%

12.9%

4.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

① 景色や自然環境のよりよい場所での生活のため

② 広い家での生活のため

③ ボランティア・趣味活動の充実のため

④ 子育て・教育のため

⑤ 仕事・起業のため

⑥ 健康のため（健康上の理由から）

⑦ 家業を継ぐため

⑧ その他 具体的に（

⑨ 不明

25年度(n=81)

21年度(n=70)

85.1%

75.9%

18.2%

17.1%

33.2%

41.2%

23.9%

26.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

25年度

(n=374)

21年度

(n=245)

① 広報誌やホームページ等で登録物件を一般から広く募集する

② 地元不動産業者が蓄積している物件情報を活用するなど、地元企業・団体と連携して収集する

③ 地元地域の協力員（区長、自治会、民生委員、議員、企業・団体等）から物件情報を収集する

④ 空き家バンク運営主体の職員による地元地域の巡回や所有者への問い合わせにより収集する

⑤ その他 （
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Ⅲ 「空き家バンク」の具体的な取り組み内容についてお教え下さい。 

 問１５．公募等を通じて収集した物件に関して、 空き家バンクに登録するか否かに関す

る事前審査について、その実施状況、審査の視点、判断材料、実施主体のそれぞれについ

て、お答えください。 

Ｏ審査の実施状況 

 空き家バンクに登録するか否かに関する事前審査については、市町村では、「すべての 

物件について審査を実施している」が 51.1％、「必要に応じて審査を実施している」の 

12.6％と合わせると６割を超える市町村が審査を実施している。一方、「審査を実施し 

ていない｣の回答も 33.2％ある。 

◆市町村 

 

 

○審査の視点 

 審査を実施していると回答した団体に審査の視点を質問したところ、「安全性（柱の強度、

地盤の強度、崖崩れの危険性、築年数 等)」が 73.9％と最も多く、次いで、「快適性（雨

漏りの状況、庭の雑草の状況 等)」が 50.4％と多い。逆に利便性（駅や公的機関への近接

性、医療機関への近接性 等）は 15.5％と最も低くなっている。（複数回答なので合計が

100％を超える｡） 

◆市町村

 
 

51.1%

39.6%

12.6%

15.1%

33.2%

40.0%

3.2%

5.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

25年度

(n=374)

21年度

(n=245)

① すべての物件について審査を実施している ② 必要に応じて審査を実施している

③ 審査を実施していない 未記入

73.9%

71.6%

50.4%

48.5%

15.5%

14.2%

18.1%

20.9%

25.2%

23.1%

32.4%

29.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

25年度

(N=238)

21年度

(n=134)

① 安全性 （柱の強度、地盤の強度、崖崩れの危険性、築年数 等）
② 快適性 （雨漏りの状況、庭の雑草の状況 等）
③ 利便性 （駅や公的機関への近接性、医療機関への近接性 等）
④ 付加価値性 （庭の広さ、眺望、駐車場有無、温泉付き 等）
⑤ 賃料・売価の妥当性 （物件内容に相応の価格設定か）
⑥ その他（

未記入
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○審査の判断材料 

 審査を実施していると回答した団体に審査の判断材料を尋ねたところ、「現地調査を実施

した結果＋物件所有者が提出する登録の申請書｣が 74.8％と圧倒的に多い。次いで、「現地

調査を実施した結果のみ」が 13.9％で「物件所有者が提出する登録の申請書のみ｣は 2.9％

に留まっている。 

◆市町村 

 

 

Ｏ審査の実施主体 

 審査を実施していると回答した団体に審査の実施主体を熱れたところ、行政が 73.5％と

大半を占めている。行政以外では宅地建物取引協会が 8.0％、「特定の宅地建物取引業者も

しくは建設業者」が 5.5％である。 

◆市町村 

 
 

  

74.8%

70.1%

13.9%

14.9%

2.5%

4.5%

2.9%

5.2%

5.9%

5.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

25年度(N=238)

21年度(n=134)

① 現地調査を実施した結果 ＋ 物件所有者が提出する登録の申請書
② 現地調査を実施した結果のみ
③ 物件所有者が提出する登録の申請書のみ
④ その他（

未記入

73.5%

77.6%

0.0%

0.0%

0.8%

0.7%

5.5%

1.5%

8.0%

11.2%

3.8%

5.2%

8.4%

3.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

25年度

(N=238)

21年度

(n=134)

① 行政 ② 第３セクター
③ ＮＰＯ ④ 特定の宅地建物取引業者もしくは建設業者
⑤ 宅地建物取引業協会 ⑥ その他（

未記入
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Ⅲ 「空き家バンク」の具体的な取り組み内容についてお教え下さい。 

間１６．空き家バンクの物件情報の提供相手としてどのような移住・交流希望者像（ター

ゲット像）をイメージされているかについてお答え下さい。年齢層、家族構成、居住地の

３項目について、それぞれ該当する選択肢をし､くつで迄お答え下さい。 

 年齢層については、市町村では、「特に設定していない」が 71.4％と最も多い。年齢層を

選択した回答の中では３０代の 23.8％､４０代の 19.3％が多い｡（複数回答なので、合計が

100％を超える｡）                                    

（複数回答） 

 ◆市町村 

 

○家族構成 

 家族構成については、市町村では、「特に設定していない」が 71.4％と最も多い。家族構

成を選択した回答の中では「夫婦・単身十子供」が 24.3％、「夫婦のみ」が 13.6％と多い。

（複数回答なので、合計が 100％を超える｡)。                                 

 ◆市町村 

 

  

 

13.4%

23.8%

19.3%

8.3%

7.0%

1.1%

71.4%

11.0%

19.2%

15.5%

11.8%

12.2%

0.4%

71.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

① ２０代

② ３０代

③ ４０代

④ ５０代

⑤ ６０代

⑥ ７０代以上

⑦ 特に設定していない

25年度(n=374)

21年度(n=245)

4.5%

13.6%

24.3%

3.5%

5.6%

0.5%

71.4%

4.1%

15.5%

24.9%

4.5%

7.3%

0.4%

69.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

① 単身

② 夫婦のみ

③ 夫婦・単身 + 子供

④ 夫婦・単身 + 親世代

⑤ 夫婦・単身 + 親世代 + 子供

⑥ その他

⑦ 特に設定していない

25年度(n=374)

21年度(n=245)
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Ｏ居住地 

 居住地については、市町村では、「特に設定していない」が 79.7％と最も多く、前回調査

時の 55.9％から大幅に上昇した。一方、地域を選択した回答では「同一都道府県」が 8.6％

で前回調査時の 31.4％から大幅に減少した。（複数回答なので、合計が 100％を超える｡)。 

 

 ◆市町村 

 

 

Ⅲ 「空き家バンク」の具体的な取り組み内容についてお教え下さい。 

間１７．空き家バンクに登録されている物件情報の提供方法について、次の中からいくつ

でもお答え下さい。  ①～⑦（下記の図のとおり） 

物件情報の提供方法については､｢ホームページ上での一般公開｣が 89.0％と最も多く、次

いで、「役所窓口での一般公開・閲覧」が 50.0％、「情報提供依頼者への資料郵送・メール

送付・ＦＡＸ送付」が 47.0％となっている。「宅地建物取引業者等の民間業者による一般公

開」は前回調査時の 6.9％から 13.7％に上昇した。（複数回答なので、合計が 100％を超え

る｡） 

◆市町村 

 

8.6%

11.8%

6.4%

8.3%

5.9%

79.7%

31.4%

11.4%

18.0%

8.6%

15.1%

55.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

① 同一都道府県

② 東京圏（埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県）

③ 名古屋圏（岐阜県、愛知県、三重県）

④ 大阪圏（京都府、大阪府、兵庫県、奈良県）

⑤ その他 （

⑥ 特に設定していない

25年度(n=374)

21年度(n=245)

89.0%

8.9%

50.0%

3.5%

47.0%

13.7%

8.3%

80.4%

8.6%

40.8%

2.9%

39.2%

6.9%

7.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

① ホームページ上での一般公開

② 広報誌等の紙媒体での一般公開

③ 役所窓口での一般公開・閲覧

④ 都市部（アンテナショップ等）での一般公開・閲覧

⑤ 情報提供依頼者への資料郵送、メール送付、ＦＡ…

⑥ 宅地建物取引業者等の民間業者による一般公開

⑦ その他（

25年度(n=374)

21年度(n=245)
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Ⅲ 「空き家バンク」の具体的な取り組み内容についてお教え下さい。 

間１８．空き家バンクで情報提供している具体的内容をお答え下さい。 

次表の中から該当する内容について、「提供有」の欄にいくつでも○印をつけて下さい。 

 なお、情報提供の方法に応じて提供する情報の内容が異なる場合においても、いずれかの

方法で提供していれば、「提供有」に○印をつけて結構です。 

○物件概要に関する情報 

 提供している物件概要に関する情報については、市町村では、「賃貸・売買の別」が 96.3％、

「構造・階数（｢木造２階建」など)」が 95.2％、「写真（土地・建物外観)」が 94.7％、「面

積（敷地面積､延床面積)」が 91.2％「建築年次（｢築４０年」など)」が 90.9％、と上位を

占めている。逆に「土地の建ぺい率、容積率」が 14.4％、「用途地域・地目の種別」が 33.4％

と低くなっている。また、住所の表示は「住所（地番まで記載し場所が特定可能）」が減少

し「住所（場所が特定できない程度）」が増加した。（複数回答なので、合計が 100％を超え

る｡）              

◆市町村 

 

96.3%

60.2%

33.4%

14.4%

90.9%

60.7%

87.2%

85.3%

95.2%

82.4%

91.2%

84.5%

94.7%

65.8%

43.6%

53.7%

60.2%

3.2%

91.4%

60.4%

35.5%

11.4%

84.5%

48.6%

78.0%

73.5%

85.7%

66.5%

84.1%

65.3%

90.2%

42.4%

51.8%

44.1%

56.3%

2.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

① 賃貸・売買の別

② 主要用途（住宅、店舗など）

③ 用途地域・地目の種別

④ 土地の建ぺい率、容積率

⑤ 建築年次（｢築４０年」など）

⑥ 利用状況（｢放置２０年」「別荘」など）

⑦ 設備状況（電気、ガス、上下水道など）

⑧ 附帯設備の状況（庭の有無・広さ、車庫の有無な…

⑨ 構造・階数（｢木造２階建」など）

⑩ 間取り図

⑪ 面積（敷地面積、延床面積）

⑫ 価格（賃貸価格、販売価格）

⑬ 写真（土地・建物外観）

⑭ 写真（内観）

⑮ 住所（番地まで記載し場所が特定可能）

⑯ 住所（場所が特定できない程度）

⑰ 物件位置の地図（位置を大まかに表示する地図…

⑱ その他（

25年度(n=374) 21年度(n=245)
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○物件に関する補足情報 

 物件に関する補足情報については、市町村では、「補修の要否（｢補修不要」「多少の補 

修必要」「大幅な補修必要」など)」が 69.5％と最も多く、次いで、「問い合わせ連絡先 

（不動産業者、所有者など)」が 28.9％と多い。一方、「物件所有者の声（紹介文など）」は

6.4％に留まり、前回調査時よりも低下している。（複数回答なので、合計が 100％を超える｡） 

◆市町村 

 

Ｏ周辺地域に関する惰報 

 周辺地域に関する情報については、市町村では、「交通機関に関する情報(駅・バス停の位

風、距離など)」が前回より約 10ポイント上昇して 60.7％となった。また、「教育機関に関

する情報（施設名、位置、距離など）」他の項目も一様に増加しているが、「物件近隣の観

光地・見どころに関する情報」は前回調査時より減少して 10.7％に留まりっている。（複数

回答なので、合計が 100％を超える｡） 

◆市町村 

 

69.5%

20.9%

4.0%

6.4%

28.9%

2.9%

58.8%

18.0%

4.5%

10.6%

34.7%

2.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

① 補修の要否（｢補修不要」「多少の補修必要」「大幅

な補修必要」など）

② 補修に要する費用の額や費用負担の有無

③ 家屋状態の目安となる指標(☆印などで家屋状態

を４段階で表示するなど）

④ 物件所有者の声（紹介文など）

⑤ 問い合わせ連絡先（不動産業者、所有者など）

⑥ その他（

25年度(n=374)

21年度(n=245)

60.7%

43.3%

50.0%

40.4%

10.7%

4.8%

51.0%

30.6%

33.6%

30.2%

12.7%

3.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

① 交通機関に関する情報（駅・バス停の位置、距離

など）

② 医療・福祉機関に関する情報（施設名、位置、距

離など）

③ 教育機関に関する情報（施設名、位置、距離など）

④ 商業施設など生活利便施設に関する情報（スー

パー・銀行の位置・距離など）

⑤ 物件近隣の観光地・見どころに関する情報

⑥その他（

25年度(n=374)

21年度(n=245)
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Ⅲ 「空き家バンク」の具体的な取り組み内容についてお教え下さい。 

間１９．空き家バンクの運営について、「物件情報の収集・登録→提供→契約交渉→契約後」

の各段階の課題についてお教え下さい。なお、契約事務等、直接携わっていない業務につ

いても、把握している牒題があればお答え下さい。 

次表の中から各段階での課題について、該当する場合は「課題有」の欄にいくつでも○印

をつけて下さい。既存の選択肢に類似するものが無ければ、「その他」欄に箇条書きの上、

「課題有」欄に○印をつけて下さい。 

Ｏ物件情報の収集・登録における課題 

 物件情報の収集・登録における課題については、「地域内に空き家はあるが、賃貸等に応

じない所有者もいて、登録数が少ない」が 59.1％と最も多い。次いで、「地域内の空き家の

状況を把握していないため、収集活動ができず登録数が少ない」が 39.3％、「居住可能な水

準の空き家が少ない」が 29.7％となっている。逆に「行政以外の運営主体では、所有者に

登録を依頼する際の信頼が得られにくい」は 4.0％、「地域内の空き家の絶対数が少なく、

登録可能な物件が少ない」が 10.2％に留まっている。（複数回答なので、合計が 100％を超

える｡） 

◆市町村 

 

  

39.3%

10.2%

59.1%

29.7%

4.0%

11.5%

15.8%

15.2%

35.5%

16.3%

63.3%

33.5%

4.1%

10.6%

17.1%

8.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

① 地域内の空き家の状況を把握していないため、収

集活動ができず登録数が少ない

② 地域内の空き家の絶対数が少なく、登録可能な物

件が少ない

③ 地域内に空き家はあるが、賃貸等に応じない所有

者もいて、登録数が少ない

④ 居住可能な水準の空き家が少ない

⑤ 行政以外の運営主体では、所有者に登録を依頼

する際の信頼が得られにくい

⑥ 審査や現場調査の実施能力・スキル不足により、

登録可否の的確な判断が困難

⑦ 物件そのものの情報以外の情報（生活関連情報）

を入手、整備する時間・人手がない

⑧ その他（以下に内容を箇条書きして下さい）

25年度(n=374)

21年度(n=245)
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○情報の提供における課題 

 情報の提供における課題については､「ホームページ等における物件情報の更新が十分に

行えていない」が 16.3％、次いで、「ホームページの知名度が低く、閲覧してもらえない」

が 14.4％「問い合わせ・相談窓口は設置しているが、人手不足等のため迅速に対応できな

い」が 12.3％となっているが、どの項目も総じて割合は低い。（複数回答なので、合計が

100％を超える｡） 

◆市町村 

 

 

Ｏ契約交渉時における課題 

 契約交渉時における課題については、「法規制上の制約があり、運営主体では十分に対応

できない」が最も多く 11.5％となっている。「運営主体の能力・スキルでは対応できない」

は前回調査時の 15.9％から低下して 9.1％となるなど、どの項目も総じて割合は低い。（複

数回答） 

 

◆市町村 

 

16.3%

14.4%

2.7%

12.3%

5.6%

8.0%

20.8%

12.2%

2.9%

17.6%

5.3%

4.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

① ホームページ等における物件情報の更新が十分

に行えていない

② ホームページの知名度が低く、閲覧してもらえない

③ 問い合わせ・相談窓口が設置できない

④ 問い合わせ･相談窓口は設置しているが､人手不

足等のため迅速に応対できない

⑤ 現地調査をしていないため、問い合わせ・相談に

的確に応じられない

⑥ その他（以下に内容を箇条書きして下さい）

25年度(n=374)

21年度(n=245)

9.1%

11.5%

7.8%

8.8%

6.4%

11.2%

15.9%

12.2%

9.0%

6.9%

7.3%

9.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

① 運営主体の能力・スキルでは対応できない

② 法規制上の制約があり、運営主体では十分に対

応できない

③ 仲介手数料が低く採算性の問題から、不動産業

者に仲介に応じてもらいにくい

④ 賃料･売価を巡って折り合いがつかない

⑤ 改修内容と改修費の負担を巡って折り合いがつか

ない

⑥ その他（以下に内容を箇条書きして下さい）

25年度(n=374)

21年度(n=245)
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Ｏ契約後における課題 

 契約後における課題については、市町村では、「入居後のフォロー（生活相談等）が人手

不足等により対応できない（十分に対応できない)」が 17.4％、「入居者が地域住民と馴染

めない」が 11.5％となっているが、どの項目も総じて割合は低い。（複数回答） 

 

◆市町村 

 

  

5.1%

5.3%

11.5%

17.4%

7.8%

3.7%

3.3%

11.0%

15.9%

2.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

① 入居後に設備･内装の劣化や不十分な改修を

巡ってトラブルがある

② 家賃の滞納が発生する

③ 入居者が地域住民と馴染めない

④ 入居後のフォロー（生活相談等）が人手不足等に

より対応できない（十分に対応できない）

⑤ その他（以下に内容を箇条書きして下さい）
25年度(n=374)
21年度(n=245)
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Ⅲ 「空き家バンク」の具体的な取り組み内容についてお教え下さい。 

間２０．空き家バンクの利用促進（登録物件数の増加、問い合わせ・相談件数の増加、成

約数の増加）に向けて行っている取り組みについて、次の中から該当する取り組みをいく

つでもお答え下さい。既存の選択肢に類似するものが無ければ、「その他」欄に具体的に記

載して下さい。  ①～㉓（下記の図のとおり⑱～㉓は前回調査での項目設定無し） 

◆市町村 

空き家バンクの利用促進の取組については、市町村では、「物件情報の内容の充実（内観

写真の掲載、近隣情報の掲載等)」が 42.0％と最も多く、次いで、「空き家物件の仲介業務

等に関する宅建業者等との業務提携（協定締結等）」が 37.2％「移住・交流者への住宅関連

費用（改修費、家賃、転居費用等）の助成」が 30.5％となっている。また、今回調査で新

たに設定した項目では「他の市町村に居住する空き家の家主に送る税関係書類に登録を促

すＰＲ文挿入」が 12.8％で最も多い。（複数回答なので、合計が 100％を超える｡） 

 

42.0%

0.5%

21.7%

21.1%

20.1%

0.8%

19.3%

7.5%

1.1%

13.1%

34.2%

13.4%

22.5%

30.5%

17.1%

9.4%

21.4%

4.0%

11.0%

6.4%

6.4%

2.4%

12.8%

35.1%

0.4%

21.2%

24.9%

16.3%

2.0%

15.5%

6.1%

0.4%

11.4%

23.3%

10.6%

7.1%

11.0%

15.9%

11.8%

5.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

① 物件情報の内容の充実（内観写真の掲載、近隣情報の掲載

等）

② 物件登録料を徴収し、それを原資にした流通促進策の実施

③ 物件位置を地図上に示したマップの提供

④ 移住・交流希望者の意向・要望に沿ったお薦め物件の紹介

⑤ 移住・交流希望者向けの現地見学会・現地案内の開催

⑥ 現地見学会・現地案内の参加者への交通費の補助

⑦ 空き家所有者と移住・交流希望者の面会の実施

⑧ 体験入居の実施

⑨ 体験入居に係る各種費用の補助

⑩ 契約交渉時の行政職員の立会い、同席

⑪ 空き家物件の仲介業務等に関する宅建業者等との業務提携

（協定締結等）

⑫ 移住・交流者と地域住民との交流機会の創出や地域行事への

参加促進

⑬ 移住・交流者への地域ルールや慣習の十分な説明

⑭ 移住・交流者への住宅関連費用（改修費、家賃、転居費用

等）の助成

⑮ 空き家所有者への移住・交流施策に対する理解・協力促進の

ための十分な説明

⑯ 移住・交流者の暮らしぶりや地域活動の紹介による地域の受

入意識の醸成

⑰ 空き家所有者への空き家改修費等の助成

⑱ 他の自治体と協定を結び、共同のトップページを設定

⑲ 民間不動産情報サイトへのリンク

⑳ 雑誌広告・バナーなどの宣伝

㉑ 宅建業者への物件探索や調査委託

㉒ 空き家発見や家主への接触を増やす為のＮＰＯ等の組織化

㉓ 他の市町村に居住する空き家の家主に送る税関係書類に登

録を促すＰＲ文挿入

25年度(n=374)

21年度(n=245)
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２）成約実績数多数自治体（累計２）成約実績数多数自治体（累計２）成約実績数多数自治体（累計２）成約実績数多数自治体（累計 50505050 件以上）と件以上）と件以上）と件以上）と    

少数自治体（累計１件以下）の比較少数自治体（累計１件以下）の比較少数自治体（累計１件以下）の比較少数自治体（累計１件以下）の比較    

 

 移住・交流施策及び空き家バンクの運営状況と成果の関連をみるため、質問１で移住交流施策

を実施していると回答した 595 自治体から質問 12（6）の「空き家バンク開設以来の累計件数」の回

答により、累計成約件数が 50 件以上のグループ（実績多数自治体 n＝22）と 1件以下のグループ

（実績少数自治体 n=88）を抽出し、比較を行った。 

 

調査結果の概要 

 

実績多数自治体、実績少数自治体いずれも移住・交流施策は実施しており（抽出の前提）、空

き家バンクの設置率（Q7 実績多 100％：実績少 94.3％）にも大きな差はない。また、物件情報収集

や情報発信においてはホームページ利用度の差も小さい（Q14 物件収集 86.4％：84.1％、Q17 情

報発信 100％：86.4）。しかし、不動産業者の情報利用には大きな差がある（民間不動産情報サイト

へのリンク Q20 63.6％：23.6％）。 

一方、運営体制は実績多数自治体では 31.8％（Q3）が専門部署を設置しており、インターネット

ネット以外の情報収集、情報発信に積極的である。更に受入れ体制も住宅の整備（Q4 45.5％：

19.3％）や助成制度（Q4 72.7％：36.4％）、求人情報の提供（Q4 59.1％：17.0％）、60 代の積極的

な受け入れ（Q16 18.2％：5.7％）などの差が大きい。 

 現状の移住・交流促進施策の効果への認識でも移住・交流者が増加しているという認識（Q5 

72.7％：28.4％）、空き家バンクの活用実績が増加（Q12 50.0％：19.3%）、成約の増加傾向

（45.5％：6.8％）といずれも大きな差があり、自治体間の差が拡大している様子が窺える。 

 

 

１．移住・交流施策の実施体制では実績多数自治体の 31.8％が専門部署を設置 

成約実績が多い自治体は専門部署、協議会を設置している割合が 31.8％ に達している。これに

対して、実績少数自治体 5.7％に留まっている。 

 

２．空き家バンクの設置率は実績の多寡に関わらず 90％以上 

空き家バンクは実績多数自治体の 100％、実績少数自治体でも 94.3％が設置している 

 

３．物件収集に関しては HP の設置に差はないが、不動産業者、住民との連携の差が大きい 

「広報誌やホームページを通じて」が最も多く実績多数自治体は 86.4％、実績少数自治体でも

84.1％であるが、不動産業者の情報活用は実績多数の 27.3％に対し実績少数は 12.5％となって

いる。 

 

４．情報発信はインターネット以外の活用に大きな差がある 
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HP での情報発信は実績多数自治体で 100％、実績少数自治体でも 86.4％に達している。一方、

セミナーの開催やパンフレット作成は実績多数自治体の 80％前後に対し実績少数自治体は 40％

前後という差になっている。 

 

５．実績多数自治体は建物の情報提供が具体的である 

築年数や面積、価格など住宅の基本的情報提供は実績多数自治体では 30％程度である。また、

課題意識では「情報更新や人出不足」20～30％となっている。一方、周辺情報の提供では差が小

さい。 

 

６．受入れ体制整備は実績多数自治体と実績少数自治体に２～４倍の差がある 

受入体制整備のソフト面では受け入れ体制整備は地元を交えた推進協議会の設置 45.5％に対し

て 10.2％と４倍の開きがある。ハード面においても行政による住宅整備、移住者や所有者への助

成で差が 2 倍以上ある。 

 

７．実績多数自治体は 60 代の受け入れに積極的であり、求人情報提供にも熱心 

移住者のターゲットでは、年代や家族構成は特定していないが最も多い。ターゲットを意識してい

る自治体では 20 代～40 代を望んでいるが、実績多数自治体は 60 代の受け入れにも積極的であ

る。また、マッチング情報では求人情報の提供が実績多数自治体の 59.1％に対して実績少数自

治体では 17.0％で 3 倍以上の差となっている。 

 

８．移住後、地域に馴染むこと、移住者への行政によるフォローが課題 

実績多数自治体では契約交渉に関してスキル不足が 22.7％、また、法規制上の成約が 22.7％と

なっている。また、契約後の細大の課題は移住者のフォローとの回答が 50％に達している。 

 

９．利用促進の取組では家主や不動産業者への働きかけに大きな差がある 

実績多数自治体の半数以上が実施しているのは写真、住民の交流会、他市に住む家主への手紙

等であり、特に民間不動産業者サイトへのリンクが 63.6％、広告やバナーによる宣伝が 59.1％とな

っている。 

 

10. 実績多数自治体は移住・交流者の数も物件登録、成約とも増加との回答が多い 

・実績多数自治体は移住・交流者数が増加との回答が 72.7％に達しているが、実績少数自治体で

は 28.4％に留まっている。同様に登録件数が増加との回答は 2 倍半、成約件数が増加に関しては

6 倍以上の差がある。 
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１．移住交流施策の運営体制 

実績が多い自治体は専門部署、協議会を設置している割合が高い 

・専門部署の設置は実績多数自治体 31.8％ 実績少数自治体 5.7％ 

・実績少数自治体の 84.1％は専門部署なし、担当者兼務 

・実績多数自治体のうち 50.0％は専門部署なし、担当者兼務で運営 

 

Q3(1) 移住・交流促進施策の検討体制・実施体制について教えて下さい。 

 

Q3(2)行政（他の自治体の参画も含む）や有識者、地元住民、民間企業、経済団体、ＮＰＯ等が参画す

る協議会の設置または参加の状況について、次の中からいずれか１つお答え下さい。 

 

 

  

31.8%

18.2%

50.0%

0.0%

0.0%

5.7%

1.1%

84.1%

9.1%

0.0%

0.0% 25.0% 50.0% 75.0% 100.0%

① 移住・交流促進の専門部署（部、課、室等）

を設置し、専任職員を配置している

② 移住・交流促進の専門部署はないが、移住・

交流促進担当職員（専任）を配置している

③ 移住・交流促進の専門部署はないが、移住・

交流促進担当職員（兼任）を配置している

④ その他

空白・未記入

50件以上(n=22)

1件以下(n=88)

54.2%

4.2%

37.5%

4.2%

0.0%

26.7%

6.9%

60.4%

5.0%

1.0%

0.0% 25.0% 50.0% 75.0% 100.0%

① 協議会を設置または協議会に参加している

② 協議会の設置または協議会への参加を検討

している

③ 協議会の設置も協議会への参加もしていな

い

④ その他

空白・未記入

50件以上(n=22)

1件以下(n=88)
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２．空き家バンクの運営 

実績の多寡に関わらず、空き家バンクの設置率は高く差は小さい 

 ・空き家バンクは実績多数自治体の 100％、実績少数自治体でも 94.3％が設置している 

 ・空き家バンクの運営主体は実績の多少に関わらず自治体の単独運営が 80％以上である 

 

Ｑ７．空き家バンクの現在の実施状況

 

Ｑ８．空き家バンクの運営主体 

 

 

  

100.0%

0.0%

0.0%

0.0%

94.3%

5.7%

0.0%

0.0%

0% 25% 50% 75% 100%

① 現在、実施している

② 現在、実施していないが、今後は実施する計画が

ある

③ 現在、実施しておらず、今後も実施の予定はない

空白

50件以上(n=22)

1件以下(n=88)

81.8%

9.1%

0.0%

0.0%

0.0%

9.1%

0.0%

86.4%

5.7%

1.1%

1.1%

3.4%

1.1%

1.1%

0% 25% 50% 75% 100%

① 行政（単独実施）

② 行政（他の自治体との連携により実施）

③ 第３セクター

④ ＮＰＯ

⑤ 民間企業、団体（ＮＰＯを除く）

⑥ その他

空白

50件以上(n=22)

1件以下(n=88)
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３．物件収集 

HP の設置に差はないが、不動産業者、住民との連携の差が大きい 

 ・広報誌やホームページを通じてが最も多く実績の差に関わりなく 85％前後で実施されている 

 ・不動産業者の蓄積情報活用には 27.3％と 12.5％で 2 倍以上の差となっている 

・実績多数自治は体地元協力員との連携が 45.5％と半数に近い 

 ・「空き家を把握していない」「空き家が少ない」などでは実績少数自治体の値が実績多数自治体を上

回っている 

 ・「家主が応じない」「職員のスキルが足りない」でも実績多数自治体の値が高い 

Ｑ１４．空き家バンクに登録する物件の収集方法

 

 

Ｑ１９．空き家バンクの運営について「物件情報の収集・登録の課題  

 

 

  

86.4%

27.3%

45.5%

31.8%

9.1%

84.1%

12.5%

27.3%

20.5%

3.4%

0.0% 25.0% 50.0% 75.0% 100.0%

① 広報誌やホームページ等で登録物件を一般か

ら広く募集する

② 地元不動産業者が蓄積している物件情報を活

用するなど、地元企業・団体と連携して収集す

る

③ 地元地域の協力員（区長、自治会、民生委

員、議員、企業・団体等）から物件情報を収集

する

④ 空き家バンク運営主体の職員による地元地域

の巡回や所有者への問い合わせにより収集する

⑤ その他 （

50件以上(n=22)

1件以下(n=88)

27.3%

4.5%

59.1%

36.4%

4.5%

27.3%

13.6%

18.2%

37.5%

13.6%

42.0%

27.3%

1.1%

11.4%

18.2%

18.2%

0% 25% 50% 75% 100%

① 地域内の空き家の状況を把握していないため、…

② 地域内の空き家の絶対数が少なく、登録可能な…

③ 地域内に空き家はあるが、賃貸等に応じない所…

④ 居住可能な水準の空き家が少ない

⑤ 行政以外の運営主体では、所有者に登録を依…

⑥ 審査や現場調査の実施能力・スキル不足によ…

⑦ 物件そのものの情報以外の情報（生活関連情…

⑧ その他（以下に内容を箇条書きして下さい）

50件以上(n=22)

1件以下(n=88)
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４．情報発信 

インターネット以外の情報発信に大きな差がある 

・セミナーの開催やパンフレット作成には 80％前後と 40％前後という差がある 

・HP での情報発信は実績多数自治体で 100％、実績少数自治体でも 86.4％に達している  

・空き家バンクの情報発信では窓口での閲覧、メールの発信などで実績多数自治体が実績少数自治

体を大幅に上回っている 

 

Q4 移住・交流促進策として現在実施している具体的内容 

（１）他地域へのＰＲ・情報発信 

 

 

Ｑ１７．空き家バンクに登録されている物件情報の提供方法

 

  

81.8%

77.3%

77.3%

9.1%

9.1%

39.8%

44.3%

58.0%

1.1%

1.1%

0% 25% 50% 75% 100%

Q4（１）① 移住交流説明会･相談会･セミナー等の実

施

Q4（１）② ＰＲパンフレット・ポスター等の媒体作成

Q4（１）③ 情報提供ウェブサイトの設置

Q4（１）④ 企業の社会貢献活動や福利厚生サービス

等との連携を通じたＰＲ活動

Q4（１）⑤ 小中学校等の教育機関との連携を通じたＰ

Ｒ活動

50件以上(n=22)

1件以下(n=88)

100.0%

4.5%

81.8%

9.1%

77.3%

13.6%

4.5%

86.4%

9.1%

40.9%

2.3%

39.8%

9.1%

3.4%

0% 25% 50% 75% 100%

① ホームページ上での一般公開

② 広報誌等の紙媒体での一般公開

③ 役所窓口での一般公開・閲覧

④ 都市部（アンテナショップ等）での一般公開・閲覧

⑤ 情報提供依頼者への資料郵送、メール送付、ＦＡ

Ｘ送付

⑥ 宅地建物取引業者等の民間業者による一般公開

⑦ その他（

50件以上(n=22)

1件以下(n=88)
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５．情報提供の具体的内容  

建物に関する具体的情報に大きな差がある一方、周辺情報の差は小さい 

 ・築年数や面積、価格など住宅の基本的情報提供は実績多数自治体では 30％程度である 

 ・補修の必要性、問い合わせ先の情報提供は実績少数自治体の方が上回っている 

 ・周辺状況の情報提供は実績少数自治体の方が若干多い 

 ・実績多数自治体の情報提供への課題意識では「情報更新や人出不足」が 20～30％である 

Q１８ （１）物件概要に関する情報 

 

 

  

59.1%

13.6%

9.1%

4.5%

31.8%

18.2%

27.3%

18.2%

31.8%

18.2%

31.8%

31.8%

22.7%

13.6%

13.6%

45.5%

31.8%

0.0%

94.3%

3.4%

2.3%

1.1%

8.0%

4.5%

6.8%

4.5%

8.0%

4.5%

8.0%

8.0%

5.7%

3.4%

42.0%

52.3%

61.4%

3.4%

0% 25% 50% 75% 100%

① 賃貸・売買の別

② 主要用途（住宅、店舗など）

③ 用途地域・地目の種別

④ 土地の建ぺい率、容積率

⑤ 建築年次（｢築４０年」など）

⑥ 利用状況（｢放置２０年」「別荘」など）

⑦ 設備状況（電気、ガス、上下水道など）

⑧ 附帯設備の状況（庭の有無・広さ、車庫の有無…

⑨ 構造・階数（｢木造２階建」など）

⑩ 間取り図

⑪ 面積（敷地面積、延床面積）

⑫ 価格（賃貸価格、販売価格）

⑬ 写真（土地・建物外観）

⑭ 写真（内観）

⑮ 住所（番地まで記載し場所が特定可能）

⑯ 住所（場所が特定できない程度）

⑰ 物件位置の地図（位置を大まかに表示する地図…

⑱ その他（

50件以上

(n=22)

1件以下

(n=88)
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（２）物件に関する補足情報

 

 

（３）周辺地域に関する情報 

 

Q19（２）物件情報の提供における課題 

 

  

50.0%

9.1%

4.5%

9.1%

13.6%

4.5%

61.4%

23.9%

3.4%

5.7%

26.1%

3.4%

0% 25% 50% 75% 100%

① 補修の要否（｢補修不要」「多少の補修必要」「大幅

な補修必要」など）

② 補修に要する費用の額や費用負担の有無

③ 家屋状態の目安となる指標(☆印などで家屋状態

を４段階で表示するなど）

④ 物件所有者の声（紹介文など）

⑤ 問い合わせ連絡先（不動産業者、所有者など）

⑥ その他（

50件以上(n=22)

1件以下(n=88)

40.9%

31.8%

40.9%

31.8%

9.1%

13.6%

53.4%

37.5%

40.9%

35.2%

4.5%

4.5%

0% 25% 50% 75% 100%

① 交通機関に関する情報（駅・バス停の位置、距離

など）

② 医療・福祉機関に関する情報（施設名、位置、距

離など）

③ 教育機関に関する情報（施設名、位置、距離など）

④ 商業施設など生活利便施設に関する情報（スー

パー・銀行の位置・距離など）

⑤ 物件近隣の観光地・見どころに関する情報

⑥その他（

50件以上(n=22)

1件以下(n=88)

18.2%

0.0%

0.0%

27.3%

0.0%

4.5%

10.2%

12.5%

4.5%

6.8%

5.7%

3.4%

0% 25% 50% 75% 100%

① ホームページ等における物件情報の更新が十分

に行えていない

② ホームページの知名度が低く、閲覧してもらえない

③ 問い合わせ・相談窓口が設置できない

④ 問い合わせ･相談窓口は設置しているが､人手不

足等のため迅速に応対できない

⑤ 現地調査をしていないため、問い合わせ・相談に

的確に応じられない

⑥ その他（以下に内容を箇条書きして下さい）

50件以上(n=22)

1件以下(n=88)
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６．受入れ体制 

受入体制整備のソフト面、ハード面とも全ての項目で実績多数自治体が大幅に上回っている 

 ・ソフト面での受け入れ体制整備は地元を交えた推進協議会の設置で４倍、その他の項目でも２倍～

３倍の開きがある 

 ・ハード面においても２倍以上の開きがあり、特に行政による住宅整備、移住者や所有者への助成で

差が大きい 

 

Ｑ４．移住・交流促進施策として現在実施している具体的内容 

Q4（３）地元受け入れ体制の整備・強化（ソフト面） 

 

 

Q4（４）地元受け入れ体制の整備・強化（ハード面） 

 

 

  

45.5%

22.7%

22.7%

36.4%

13.6%

10.2%

9.1%

4.5%

11.4%

1.1%

0% 25% 50% 75% 100%

Q4(3)① 行政や地元住民、民間企業・団体、ＮＰＯ等

が参画する推進協議会の設置

Q4(3)② 交流プログラムの作成等における民間人材

や地域外人材の起用

Q4(3)③ 移住・交流者の生活支援等を行う地元住民

サポーターの設置

Q4(3)④ 地元住民・各種団体の意識啓発

Q4(3)⑤ 「もてなし」意識の醸成等の行政職員の育成

50件以上(n=22)

1件以下(n=88)

45.5%

18.2%

9.1%

72.7%

54.5%

19.3%

2.3%

2.3%

36.4%

19.3%

0% 25% 50% 75% 100%

Q4(4)① 行政による移住・交流者向け住宅の整備（廃

校等の公共施設の改修も含む）

Q4(4)② 民間事業者による移住・交流者向け住宅整

備の後方支援（ＰＲ等）

Q4(4)③ 移住・交流促進の地元住民サポーターやＮ

ＰＯ等の活動拠点の整備

Q4(4)④ 移住・交流者への住宅関連費用の助成（改

修費、家賃、転居費用等の助成）

Q4(4)⑤ 地元所有者による空き家や古民家等の改修

に対する助成（改修費補助）

50件以上

(n=22)
1件以下

(n=88)
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７．ターゲットとマッチング 

実績多数自治体は 60 代の受け入れに積極的 

 ・最も多いのは特定していないだが、20 代～40 代を望む自治体が多い 

 ・実績多数自治体は 50 代よりも 60 代をターゲットとしているケースが多い 

 ・求人情報の提供では３倍以上の差となっている 

Ｑ１６．空き家バンクの物件情報の提供相手として（ターゲット像え下さい。    

（１） 年齢層 

（２） 家族構成 

 

Q4（２）移住交流希望者と地元地域とのマッチングや各種支援サービス 

 

  

22.7%

36.4%

22.7%

13.6%

18.2%

0.0%

54.5%

19.3%

26.1%

23.9%

9.1%

5.7%

2.3%

69.3%

0% 25% 50% 75% 100%

① ２０代

② ３０代

③ ４０代

④ ５０代

⑤ ６０代

⑥ ７０代以上

⑦ 特に設定していない

50件以上(n=22)

1件以下(n=88)

4.5%

31.8%

50.0%

9.1%

4.5%

4.5%

50.0%

6.8%

13.6%

23.9%

4.5%

8.0%

0.0%

71.6%

0% 25% 50% 75% 100%

① 単身

② 夫婦のみ

③ 夫婦・単身 + 子供

④ 夫婦・単身 + 親世代

⑤ 夫婦・単身 + 親世代 + 子供

⑥ その他

⑦ 特に設定していない

50件以上(n=22)

1件以下(n=88)

45.5%

59.1%

100.0%

18.2%

77.3%

26.1%

17.0%

72.7%

2.3%

44.3%

0% 25% 50% 75% 100%

Q4(2)① 移住体験プログラムやツアーの実施

Q4(2)② 求人紹介等の就職情報提供

Q4(2)③ 物件紹介、不動産業者の紹介等の不動産

情報提供

Q4(2)④ 移住交流希望者の現地訪問等における金

銭的補助（交通費、滞在費）

Q4(2)⑤ 相談窓口や案内人の設置

50件以上

(n=22)
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８．契約と契約後 

移住後、地域に馴染むこと、移住者への行政によるフォローが課題 

 ・契約交渉にかんしてはスキルの不足や法規制上の成約を課題と考えている 

 ・実績多数自治体では契約後の細大の課題は移住者のフォローとの回答が 50％に達している 

 ・契約後の課題意識は実績多数自治体の方が圧倒的に高い 

Ｑ１９．空き家バンクの運営について、「物件情報の収集・登録→提供→契約交渉→契約後」の各段階

の課題についてお教え下さい。なお、契約事務等、直接携わっていない業務についても、把握している

課題があれば、お答えください。   

 

（３）契約交渉時における課題 

 

 

 

（４）契約後における課題 

 

  

22.7%

22.7%

4.5%

9.1%

4.5%

4.5%

5.7%

5.7%

6.8%

4.5%

4.5%

11.4%

0% 25% 50% 75% 100%

① 運営主体の能力・スキルでは対応できない

② 法規制上の制約があり、運営主体では十分に対

応できない

③ 仲介手数料が低く採算性の問題から、不動産業

者に仲介に応じてもらいにくい

④ 賃料･売価を巡って折り合いがつかない

⑤ 改修内容と改修費の負担を巡って折り合いがつか

ない

⑥ その他（以下に内容を箇条書きして下さい）

50件以上(n=22)

1件以下(n=88)

13.6%

27.3%

36.4%

50.0%

0.0%

4.5%

0.0%

4.5%

18.2%

36.4%

0% 25% 50% 75% 100%

① 入居後に設備･内装の劣化や不十分な改修を

巡ってトラブルがある

② 家賃の滞納が発生する

③ 入居者が地域住民と馴染めない

④ 入居後のフォロー（生活相談等）が人手不足等に

より対応できない（十分に対応できない）

⑤ その他（以下に内容を箇条書きして下さい）

50件以上(n=22)

1件以下(n=88)
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９．利用促進の取組 

空き家持ち主や不動産業者への働きかけに大きな差がある 

 ・実績多数自治体の半数以上が実施しているのは写真、住民の交流会、他市に住む家主への手紙、

民間不動産業者サイトへのリンク、広告やバナーによる宣伝である 

 ・実績の多寡による差が最も大きいのは他市に住む家主への手紙 

 ・実績多数自治体で最も実施率が高いのは民間不動産業者情報サイトへのリンク 

Ｑ２０．空き家バンクの利用促進に向けて行っている取り組み 

 

  

54.5%

0.0%

27.3%

36.4%

40.9%

4.5%

36.4%

13.6%

0.0%

27.3%

59.1%

27.3%

50.0%

63.6%

27.3%

9.1%

59.1%

0.0%

9.1%

9.1%

13.6%

0.0%

13.6%

26.1%

0.0%

14.8%

14.8%

9.1%

1.1%

9.1%

5.7%

1.1%

6.8%

35.2%

4.5%

6.8%

23.9%

13.6%

8.0%

13.6%

3.4%

6.8%

4.5%

6.8%

1.1%

9.1%

0% 25% 50% 75% 100%

① 物件情報の内容の充実（内観写真の掲載、近隣情報の

掲載等）

⑪ 空き家物件の仲介業務等に関する宅建業者等との業務

提携（協定締結等）

⑭ 移住・交流者への住宅関連費用（改修費、家賃、転居費

用等）の助成

⑬ 移住・交流者への地域ルールや慣習の十分な説明

③ 物件位置を地図上に示したマップの提供

⑰ 空き家所有者への空き家改修費等の助成

④ 移住・交流希望者の意向・要望に沿ったお薦め物件の

紹介

⑤ 移住・交流希望者向けの現地見学会・現地案内の開催

⑦ 空き家所有者と移住・交流希望者の面会の実施

⑮ 空き家所有者への移住・交流施策に対する理解・協力

促進のための十分な説明

⑫ 移住・交流者と地域住民との交流機会の創出や地域行

事への参加促進

⑩ 契約交渉時の行政職員の立会い、同席

㉓ 他の市町村に居住する空き家の家主に送る税関係書類

に登録を促すＰＲ文挿入

⑲ 民間不動産情報サイトへのリンク

⑯ 移住・交流者の暮らしぶりや地域活動の紹介による地域

の受入意識の醸成

⑧ 体験入居の実施

⑳ 雑誌広告・バナーなどの宣伝

㉑ 宅建業者への物件探索や調査委託

⑱ 他の自治体と協定を結び、共同のトップページを設定

㉒ 空き家発見や家主への接触を増やす為のＮＰＯ等の組

織化

⑨ 体験入居に係る各種費用の補助

⑥ 現地見学会・現地案内の参加者への交通費の補助

② 物件登録料を徴収し、それを原資にした流通促進策の

実施

50件以上(n=22)

1件以下(n=88)
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１０．件数の増減 

実績多数自治体は移住・交流者の数も物件登録、成約とも増加との回答が多い 

 ・実績多数自治体は移住・交流者数が増加との回答が実績少数自治体の 2 倍以上となっている 

 ・登録件数が増加との回答も実績の多寡により 2 倍半の差 

 ・成約件数が増加に関しては 6 倍以上の差がある 

 

Ｑ５．移住・交流促進施策の効果・実績についてお教え下さい。 

 

Ｑ１２．空き家バンクの活用実績についてお教え下さい。 

 

Q12  （５）空き家バンクでの情報提供が端緒となって、移住・交流希望者からの問い合わせ・相談等が

あり、その後、登録している当該物件の成約に至った件数の過去数年間の動向について、次の中から

いずれか１つお答え下さい。 

 

  

72.7%

22.7%

4.5%

0.0%

28.4%

64.8%

5.7%

1.1%

0% 25% 50% 75% 100%

① 移住・交流者数は増加傾向にある

② 移住・交流者数はほとんど変わらず横ばいである

③ 移住・交流者数は減少傾向にある

空白

50件以上(n=22)
1件以下(n=88)

50.0%

36.4%

13.6%

0.0%

19.3%

60.2%

5.7%

14.8%

0% 25% 50% 75% 100%

① 登録件数は増加傾向にある

② 登録件数はほとんど変わらず横ばいである

③ 登録件数は減少傾向にある

空白・未記入

50件以上(n=22)
1件以下(n=88)

45.5%

40.9%

13.6%

0.0%

6.8%

62.5%

11.4%

19.3%

0.0% 25.0% 50.0% 75.0%

① 成約件数は増加傾向にある

② 成約件数はほとんど変わらず横ばいである

③ 成約件数は減少傾向にある

空白・未記入
50件以上(n=22)
1件以下(n=88)
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2005年時点 移住交流施策実施市区町村 
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2013年時点 移住交流施策実施市区町村 
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空き家バンク運営 2005年時点 
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空き家バンク運営 2013年時点 

 


